
   姫路市緊急輸送路沿道建築物耐震化助成事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、姫路市に存する兵庫県地域防災計画に定める緊急輸送路（以下

「緊急輸送路」という 。） に隣接する建築物のうち、地震によって倒壊した場合に

緊急輸送路の通行を妨げるおそれがあるものの所有者等が、当該建築物の耐震診断

又は耐震補強設計（以下「耐震診断等」という 。） を実施するに当たり、建築物の

地震に対する安全性の向上及び耐震改修の促進を図り、もって公共の福祉の確保に

資することを目的として、耐震診断等に要する費用の一部を補助する姫路市緊急輸

送路沿道建築物耐震化助成事業補助金（以下「補助金」という 。） に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 耐震診断 次のいずれかの方法（コンクリートのコア抜き、鉄筋探査等を含む

。） により地震に対する建築物の安全性を評価することをいう。 

 ア 平成１８年国土交通省告示第１８４号の別添の指針による方法 

 イ 一般財団法人日本建築防災協会「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める

一般診断法又は精密診断法 

 ウ 一般財団法人日本建築防災協会「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」による

方法 

 エ 一般財団法人日本建築防災協会「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断

基準」による方法 

 オ 一般財団法人日本建築防災協会「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震

診断基準」による方法 

 カ その他アからオまでに掲げる方法と同等と市長が認める方法 

⑵  耐震補強設計 建築物の補強工事の設計（耐震診断により安全性が確認できる

ものに限る 。） をいう。 

⑶ 耐震判定委員会 耐震診断の内容が適切であるかを判断するため学識経験者等



で構成される既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会に登録さ

れた委員会をいう。 

（補助対象となる建築物） 

第３条 補助金の交付の対象となる建築物は、次の各号に定めるものとする。 

⑴ 耐震診断費用の補助の対象となる建築物 緊急輸送路沿道の建築物（昭和５６

年５月３１日以前に建築確認を得て着工した市内に存する民間建築物に限る 。）

で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第４２９号）第

４条に定めるもの。ただし、過去に、姫路市わが家の耐震改修促進事業耐震診断

・改修計画策定費補助金交付要綱（平成１５年６月３０日制定 ）、 姫路市多数の

者が利用する施設耐震診断補助金交付要綱（平成２０年４月１１日制定）又は姫

路市要緊急安全確認大規模建築物耐震化助成事業補助金交付要綱（平成２６年６

月６日制定）に規定する補助金の交付を受けたものを除く。 

⑵ 耐震補強設計費用の補助の対象となる建築物 緊急輸送路沿道の建築物（昭和

５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工し、耐震診断により、倒壊の危険性

があると評価された市内に存する民間建築物に限る 。） で、建築物の耐震改修の

促進に関する法律施行令第４条に定めるもの。ただし、過去に、姫路市わが家の

耐震改修促進事業耐震診断・改修計画策定費補助金交付要綱（平成１５年６月３

０日制定）又は姫路市要緊急安全確認大規模建築物耐震化助成事業補助金交付要

綱（平成２６年６月６日制定）に規定する補助金の交付を受けたものを除く。 

（補助の対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることのできる者は、次の各号に定めるものとする。 

⑴ 前条で定める補助対象となる建築物の所有者又は管理者で耐震診断等の実施及

び補助金の交付等について所有者の同意を得ているもの（以下「所有者等」とい

う。）。 

⑵ 姫路市暴力団排除条例（平成２４年姫路市条例第４９号）第２条第２号に定め

る暴力団員でないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、耐震診断等に要する経費（消費税及び地 



方消費税相当額は除く。） とし、建築物１棟につき次の各号に掲げる額のいずれか

低い額を限度とする。 

⑴ 次のアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア 建築物の延べ面積１，０００平方メートル以内の部分 １平方メートル当た 

り３，６００円 

イ 建築物の延べ面積１，０００平方メートルを超えて２，０００平方メートル 

以内の部分 １平方メートル当たり１，５４０円 

ウ 建築物の延べ面積２，０００平方メートルを超える部分 １平方メートル当 

たり１，０３０円 

⑵ ６１７万円 

２ 前項の規定にかかわらず、設計図書の復元、第三者機関の判定等、通常の耐震診 

断に要する費用以外の費用を要する場合は、同項の額に当該費用の額を加えた額を

限度とする。ただし、加える額は、１５４万円を限度とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の３分の２の額（千円

未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額とする 。） とする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする所有者等は、耐震診断等を実施する前に、市

長に補助金交付申請書（様式第１号）及び次に掲げる書類により申請しなければな

らない。 

⑴  耐震診断等建築物概要書（様式第２号） 

⑵  建築物の付近見取図 

⑶  配置図、平面図及び立面図（前面道路との位置関係がわかるもの） 

⑷  建築物の所有者が確認できる書類 

⑸  確認通知書及び検査済証の写し 

⑹  補助対象経費の積算内訳書 

⑺  第３条第２号に掲げる事業にあっては、耐震診断結果報告書 

⑻  その他市長が必要と認める書類 



（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可

否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する審査の結果、補助金の交付を決定したときは、補助金交

付決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通知するものとし、交付しないこ

とを決定したときは、その理由を付して補助金不交付決定通知書（様式第４号）に

より当該申請者に通知するものとする。 

（事業の変更） 

第９条 前条第２項の補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という 。

）は、決定を受けた事項を変更しようとするときは、補助金変更交付申請書（様式

第５号）及び次の各号に定める書類により市長に申請し、あらかじめその承認を受

けなければならない。 

 ⑴ 耐震診断等建築物概要書（様式第２号） 

⑵ 補助金交付決定通知書 

⑶ 補助対象経費の積算内訳書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を決定し

たときは、補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により当該申請者に通知する

ものとする。 

（事業の廃止） 

第１０条 補助事業者は、当該建築物の耐震診断等を取り止めたときは、速やかに事

業廃止届（様式第 7号）及び補助金交付決定通知書（前条第２項の通知を受けたと

きは補助金変更交付決定通知書）を市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、建築物の耐震診断等が完了したときは、市長の指定する日

までに、実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 補助対象の耐震診断等に係る契約書及び領収書の写し 



⑵ 耐震診断にあっては、耐震診断結果報告書等の写し 

⑶ 耐震補強設計にあっては、耐震改修計画内容が確認できる図書（耐震判定委員

会の評価書の写し等） 

⑷ 補助金交付決定通知書の写し（第９条第２項の通知を受けたときは補助金変更

交付決定通知書） 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適正と認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定するものとする。 

２ 市長は、補助金の額を確定したときは、当該補助事業者に対して、補助金確定通

知書（様式第９号）により確定した補助金の額を通知する。 

３ 前項の通知を受けたときは、補助事業者は市長の定める期限までに補助金交付請

求書（様式第１０号）により補助金の交付を請求しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは速やかに当該補助事業者に補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補

助金の交付の決定を取り消すものとする。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

⑵ 補助金の交付決定の内容又は法令若しくはこの要綱に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付

決定取消通知書（様式第１１号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

３ 前項の場合において、既に交付している補助金があるときは、補助金返還請求書

（様式第１２号）により、当該通知日の翌日から１５日以内の期限を定めて、その

返還を請求するものとする。 

４ 市長は、やむを得ない事情があると認めるときは、前項の返還の期限を延長する

ことができる。 

（加算金及び遅延利息） 



第１５条 補助事業者は、前条第３項の規定により補助金の返還を請求されたときは

、その請求に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の

額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければな

らない。 

２ 補助事業者は、前条第３項の規定により補助金の返還を請求され、これを期限ま

でに納付しなかったときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該

未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した遅延利息を市に納付しな

ければならない。 

（施行の細目） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は市長が別

に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２４年４月２７日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年６月６日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年３月２４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の様式第１０号の規定は、令和３年４月１日以後に行う交

付の申請に係る補助金について適用し、同日前に行う交付の申請に係る補助金につい

ては、なお従前の例による。 

 

 


